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２．財 務 諸 表 等 
（１）財 務 諸 表 

①貸 借 対 照 表 

                                                                （単位：千円） 

第３５期 
（平成１４年３月３１日現在） 

第３４期 
（平成１３年３月３１日現在） 

    期  別  
 
科 目  金 額 構成比  金 額 構成比  

増 減 

（資 産 の 部 ）   ％   ％  

Ⅰ流 動 資 産         

１．現 金 及 び 預 金※1  1,040,728   1,587,013  △546,284 

２．受 取 手 形※5  303,622   391,968  △88,345 

３．売 掛 金※4  3,869,381   3,115,002  754,378 

４．有 価 証 券  －   95,804  △95,804 

５．自 己 株 式  －   180  △180 

６．販 売 用 不 動 産  16,093   32,005  △15,912 

７．前 払 費 用  14,073   9,783  4,290 

８．繰 延 税 金 資 産  15,575   －  15,575 

９．未 収 収 益  450   457  △7 

１０．短 期 貸 付 金  35,304   645  34,658 

１１．未 収 入 金※4  175,842   160,793  15,049 

１２．未収還付法人税等  －   50,734  △50,734 

１３．未収還付消費税等  －   34,361  △34,361 

１４．そ の 他  30,652   32,624  △1,972 

貸 倒 引 当 金  △7,246   △10,966  3,719 

流 動 資 産 合 計   5,494,476 51.8  5,500,407 61.7 △5,930 

Ⅱ固 定 資 産         

１．有 形 固 定 資 産        

（１）建 物 1,453,903   1,509,343    

減価償却累計額 642,970 810,932  624,484 884,859  △73,926 

（２）構 築 物 171,817   168,929    

減価償却累計額 104,303 67,513  91,589 77,340  △9,826 

（３）機 械 及 び 装 置 101,862   99,207    

減価償却累計額 58,003 43,858  46,756 52,451  △8,592 

（４）車 両 運 搬 具 78,318   75,956    

減価償却累計額 54,024 24,293  44,633 31,323  △7,029 

（５）工 具 器 具 備 品 113,981   116,454    

減価償却累計額 71,088 42,893  62,394 54,059  △11,166 

（６）土 地  2,695,034   1,832,534  862,500 

（７）建 設 仮 勘 定  225,675   －  225,675 

有形固定資産合計※1  3,910,202 36.9  2,932,568 32.9 977,633 
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第３５期 
（平成１４年３月３１日現在） 

第３４期 
（平成１３年３月３１日現在） 

    期  別  
 
科 目  金 額 構成比  金 額 構成比  

増 減 

２．無 形 固 定 資 産   ％   ％  

（１）借 地 権  8,366   8,366  － 

（２）ソ フ ト ウ ェ ア  22,297   18,229  4,067 

（３）そ の 他  12,831   25,019  △12,187 

無形固定資産合計  43,495 0.4  51,615 0.6 △8,119 

３．投資その他の資産        

（１）投 資 有 価 証 券  74,539   84,035  △9,496 

（２）関 係 会 社 株 式  758,253   60,000  698,253 

（３）出 資 金  1,530   1,520  10 

（４）関係会社出資金  362   362  － 

（５）従業員長期貸付金   340   720  △380 

（６）破産・更生債権等  15,410   21,549  △6,139 

（７）長 期 前 払 費 用  22,279   21,019  1,259 

（８）繰 延 税 金 資 産  191,995   166,714  25,280 

（９）そ の 他  87,990   71,696  16,294 

貸 倒 引 当 金  △1,543   △4,273  2,730 

投資その他の資産合計   1,151,157 10.9  423,346 4.8 727,811 

固 定 資 産 合 計  5,104,855 48.2  3,407,530 38.3 1,697,325 

資 産 合 計  10,599,332 100.0  8,907,937 100.0 1,691,395 
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                                                                                （単位：千円） 

第３５期 
（平成１４年３月３１日現在） 

第３４期 
（平成１３年３月３１日現在） 

     期 別 
 

科 目  金 額 構成比  金 額 構成比  

増 減 

（負 債 の 部 ）   ％   ％  

Ⅰ流 動 負 債         

１．支 払 手 形※5  2,087,436   1,679,329  408,106 

２．買 掛 金※4  1,737,372   1,388,185  349,186 

３．短 期 借 入 金※1  1,972,917   1,484,978  487,938 

４．１年以内返済予定の長期借入金※1  364,600   563,000  △ 198,400 

５．未 払 金  48,535   36,099  12,436 

６．未 払 費 用  107,735   107,908  △ 173 

７．未 払 法 人 税 等  66,758   -  66,758 

８．未 払 消 費 税 等  13,971   -  13,971 

９．前 受 金  －   1,190  △ 1,190 

１０．繰 延 税 金 負 債  －   889  △ 889 

１１．預 り 金  16,614   16,351  262 

１２．前 受 収 益  950   248  701 

１３．賞 与 引 当 金  29,980   32,380  △ 2,400 

１４．設備関係支払手形  －   101,383  △ 101,383 

流 動 負 債 合 計   6,446,870 60.9  5,411,946 60.8 1,034,924 

Ⅱ固 定 負 債         

１．長 期 借 入 金※1  757,800   641,300  116,500 

２．退 職 給 付 引 当 金  97,632   73,577  24,055 

３．役員退職慰労引当金  307,756   282,406  25,350 

４．そ の 他  28,068   18,850  9,218 

固 定 負 債 合 計   1,191,256 11.2  1,016,133 11.4 175,123 

負 債 合 計  7,638,127 72.1  6,428,079 72.2 1,210,047 

（資 本 の 部 ）         

Ⅰ資 本 金   460,560 4.3  391,310 4.4 69,250 

Ⅱ資 本 準 備 金   368,310 3.5  261,310 2.9 107,000 

Ⅲ利 益 準 備 金   97,827 0.9  97,827 1.1 － 

Ⅳその他 の 剰 余 金         

１．任 意 積 立 金        

（１）別 途 積 立 金 1,601,162 1,601,162  1,501,162 1,501,162  100,000 

２．当 期 未 処 分 利 益  441,370   230,885  210,484 

その他の剰余金合計  2,042,533 19.3  1,732,048 19.4 310,484 

Ⅴ その他有価証券評価差額金    △ 7,845 △0.1  △ 2,638 △0.0 △ 5,206 

Ⅵ自 己 株 式   △ 180   －  △ 180 

資 本 合 計  2,961,205 27.9  2,479,857 27.8 481,347 

負 債 ・資 本 合 計  10,599,332 100.0  8,907,937 100.0 1,691,395 
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②損 益 計 算 書 

（単位：千円） 

第３５期 

(自 平成13年４月 １日至 平成14年3月31日) 
第３４期 

(自 平成12年４月 １日至 平成13年3月31日) 
     期 別 

 
 
科 目  金 額 百分比  金 額 百分比  

増  減 

    ％   ％  
Ⅰ売 上 高  ※2        
１．商 品 売 上 高 9,616,628   9,218,194    
２．不 動 産 売 上 高 18,326   54,583    

３．不 動 産 収 入 等 5,619   3,671    
４．関 係 会 社 収 入 等 517,597   588,109    
５．関 係 会 社 配 当 金 294,000 10,452,172 100.0 － 9,864,558 100.0 587,613 

Ⅱ売 上 原 価         
１．商 品 売 上 原 価 9,106,861   8,715,224    
２．不 動 産 売 上 原 価 16,521   54,116    
３．不動産収入等原価  3,267   6,364    

４．関係会社収入等原価  389,256 9,515,908 91.0 436,055 9,211,760 93.4 304,147 

売 上 総 利 益   936,264 9.0  652,798 6.6 283,466 
Ⅲ 販売費及び一般管理費  ※1  470,807 4.5  387,462 3.9 83,344 

営 業 利 益   465,456 4.5  265,335 2.7 200,121 
Ⅳ営 業 外 収 益          
１．受 取 利 息※2 29,427   18,848    
２．受 取 配 当 金 1,135   757    
３．投資有価証券売却益  2,386   －    
４．仕 入 割 引 27,041   22,718    

５．雑 収 入  10,696 70,687 0.6 15,464 57,789 0.6 12,898 

Ⅴ営 業 外 費 用         
１．支 払 利 息※2 71,897   54,560    
２．公 開 関 連 費 用 23,126 95,024 0.9 － 54,560 0.6 40,463 

経 常 利 益   441,120 4.2  268,564 2.7 172,555 
Ⅵ特 別 利 益         
１．固 定 資 産 売 却 益 －   212    
２．退職給付引当金戻入益  －   3,094    

３．賞与引当金戻入益  －   6,580    
４．工事補償引当金戻入益  －   4,413    
５．貸倒引当金戻入益  4,183   －    

６．土地区画整理事業補償金  23,584 27,767 0.3 － 14,300 0.1 13,467 

Ⅶ特 別 損 失         
１．固 定 資 産 売 却 損※4 571   331    
２．固 定 資 産 除 却 損※5 6,882   28,057    
３．投資有価証券評価損  1,977   －    

４．会 員 権 評 価 損  1,200   14,500    
５．リー ス 解 約 損  －   73,347    
６．そ の 他  － 10,631 0.1 9,283 125,520 1.2 △ 114,888 

税引前当期純利益   458,256 4.4  157,344 1.6 300,911 
法人税、住民税及び事業税  144,917   38,027    
法 人 税 等 調 整 額  △ 38,021 106,895 1.0 27,851 65,879 0.7 41,016 
当 期 純 利 益   351,360 3.4  91,465 0.9 259,895 

前 期 繰 越 利 益   90,009 0.8  139,420 1.4 △ 49,410 
当 期 未 処 分 利 益   441,370 4.2  230,885 2.3 210,484 
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③不動産収入等原価明細 

（単位：千円） 

第３５期 

(自 平成13年４月 １日至 平成14年3月31日) 
第３４期 

(自 平成12年４月 １日至 平成13年3月31日) 
     期 別 
 
 
科 目  金 額 構成比  金 額 構成比  

増  減 

   ％  ％  

保 険 料  90 2.8 142 2.3 △ 52 

租 税 公 課  624 19.1 618 9.7 6 

減 価 償 却 費  2,452 75.1 5,590 87.8 △ 3,138 

そ の 他  99 3.0 12 0.2 87 

合計  3,267 100.0 6,364 100.0 △ 3,096 

（注）原価計算の方法は、個別原価計算によっております。 

 

④利益処分計算書（案） 

（単位：千円） 

第３５期 

(自 平成13年４月 １日至 平成14年3月31日) 
第３４期 

(自 平成12年４月 １日至 平成13年3月31日) 科     目 

金 額 金 額 

増 減 

Ⅰ 当期未処分利益  441,370  230,885 210,484 

Ⅱ 利 益 処 分 額      

 １.配 当 金 56,064  34,876   

 ２.役員賞与金 10,000  6,000   

  （うち監査役賞与金） （―）  （―）   

 ３.任意積立金      

 （１）別途積立金 200,000 266,064 100,000 140,876 125,188 

Ⅲ 次 期 繰 越 利 益  175,306  90,009 85,296 
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重要な会計方針 

 

項目 
第３５期 

(自 平成13年４月 １日至 平成14年3月31日) 
第３４期 

(自 平成12年４月 １日至 平成13年3月31日) 
１．有価証券の評価基
準及び評価方法 

（１）子会社株式 
移動平均法による原価法 

（２）その他有価証券 
時価のあるもの 
決算日の市場価格等に基づく時価法 
（評価差額は、全部資本直入法により
処理し、売却原価は、移動平均法により
算定） 
時価のないもの 
移動平均法による原価法 

（１）子会社株式 
同 左 

（２）その他有価証券 
時価のあるもの 
 

同 左 
 
 

時価のないもの 
同 左 

２．デリバティブ等の評
価基準及び評価方法 

デリバティブ 
時価法 

デリバティブ 
同 左 

３．たな卸資産の評価
基準及び評価方法 

販売用不動産 
個別法による原価法 

販売用不動産 
同 左 

４．固定資産の減価償
却費の方法 

（１）有形固定資産 
定率法を採用しております。         
ただし平成 10 年４月１日以降に取得
した建物（建物附属設備を除く）につい
ては、定額法によっております。 
なお、少額減価償却資産について
は、事業年度毎に一括して 3 年間で均
等償却する方法によっております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおり
であります。 
建物  ７年～５０年 

（１）有形固定資産 
 
 
 
 

同 左 

 （２）無形固定資産 
定額法によっております。 
ただし、ソフトウェア（自社利用分）に
ついては、社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法によっておりま
す。 

（２）無形固定資産 
 
 

同 左 

 （３）長期前払費用 
均等償却をしております。 

（３）長期前払費用 
同 左 

５．引当金の計上基準 （１）貸倒引当金 
債権等の貸倒れによる損失に備える
ため、一般債権については貸倒実績率
（法人税法の経過措置による法定繰入
率が貸倒実績率を超える場合には法定
繰入率）により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を勘
案し、回収不能見込額を計上しておりま
す。 

（１）貸倒引当金 
 
 

同 左 

 （２）賞与引当金 
賞与の支給に備えるため、支給見込
額に基づき計上しております。 

（２）賞与引当金 
 

同   左 
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項目 
第３５期 

(自 平成13年４月 １日至 平成14年3月31日) 
第３４期 

(自 平成12年４月 １日至 平成13年3月31日) 
 
 

（３）退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当
事業年度末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき、当事業
年度末において発生していると認めら
れる額を計上しております。 
 

（３）退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当
事業年度末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき、当事業
年度末において発生していると認めら
れる額を計上しております。 
なお、会計基準変更時差異（4,645 千
円）については、当会計期間において
一括費用処理しております。 

 （４）役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支払いに備える
ため、内規に基づく期末要支給額を計
上しております。 

（４）役員退職慰労引当金 
 

同   左 

６．リース取引の処理方
法 

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナンス・
リース取引については、通常の賃貸借
取引に係る方法に準じた会計処理によ
っております。 

同   左 

７．ヘッジ会計 （１）ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理によっております。 

－ 

 （２）ヘッジ手段とヘッジ対象 
(ヘッジ手段) 
金利スワップ 
(ヘッジ対象) 
借入金 

－ 

 （３）ヘッジ方針 
借入金の金利変動リスクを回避する
目的で金利スワップ取引を行っており、
ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行っ
ております。 

－ 

 （４）ヘッジの有効性評価の方法 
ヘッジ対象に係る変動金利のインデ
ックスとヘッジ手段の受払いに係る変動
金利のインデックスが、一致しており、相
場変動による相関関係が完全に確保さ
れているため、決算日における有効性
の判定を省略しております。 

－ 

８．その他財務諸表作
成のための基本とな
る重要な事項 

消費税等の会計処理 
消費税等の会計処理の方法は、税抜
き処理によっております。 

同   左 
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追加情報 

 

 

第３５期 

(自 平成13年４月 １日至 平成14年3月31日) 
第３４期 

(自 平成12年４月 １日至 平成13年3月31日) 
（退職給付会計） 

－ 

当事業年度から退職給付に係る会計
基準（「退職給付に係る会計基準の設
定に関する意見書」（企業会計審議会 
平成 10 年６月 16 日））を適用しておりま
す。 
 この変更に伴い、従来の方法によっ
た場合に比べ、退職給付費用は 9,538
千円少なく、経常利益は 9,538 千円、税
引前当期純利益は 7,987 千円多く計上
されております。 
 また、退職給与引当金及び企業年
金制度の年金資産が退職給付債務等
を超過する場合の前払年金費用は、退
職給付引当金及びその他（流動資産）
に含めて表示しております。 

（金融商品会計） 

－ 

金融商品については、当事業年度よ
り金融商品に係る会計基準（「金融商品
に係る会計基準の設定に関する意見
書」（企業会計審議会 平成１１年１月２２
日））を適用しております。 
この変更に伴い、従来の方法によっ
た場合に比べ、経常利益及び税引前当
期純利益は 6,057 千円多く計上されて
おります。 
また、期首時点で保有する有価証券
の保有目的を検討し、その他有価証券
のうち１年内に満期の到来するものは流
動資産の有価証券として、それら以外
は投資有価証券として表示しておりま
す。これにより有価証券は 85,000 千円
増加し、投資有価証券は85,000千円減
少しております。 

（自己株式） 前事業年度において資産の部に計
上していた「自己株式」（流動資産 180
千円）は、財務諸表等規則の改正により
当事業年度末においては資本の部の
末尾に表示しております。 

－ 
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注 記 事 項 

 

（貸借対照表関係） 
第３５期 

（平成１４年３月３１日現在） 
第３４期 

（平成１３年３月３１日現在） 
※１.担保に供している資産及びこれに対応する債務は
次のとおりであります。 

※１.担保に供している資産及びこれに対応する債務は
次のとおりであります。 

（１）担保に供している資産 （１）担保に供している資産 
建 物 
土 地 

426,254 千円 
1,100,830 千円 

 

計  1,527,085 千円 

  建 物 
土 地 
現金及び預金 

465,042 千円 
1,100,830 千円 
260,000 千円 

 

     計  1,825,873 千円  
（２）上記に対する債務 （２）上記に対する債務 
 短 期 借 入 金 

１年 以 内 返 済 予 定の 長 期 借 入金  
長 期 借 入 金 

250,000 千円 
324,600 千円 
737,800 千円 

  短 期 借 入 金 
１年 以 内 返 済 予 定の 長 期 借 入金  
長 期 借 入 金 

250,000 千円 
556,200 千円 
641,300 千円 

 

 計 1,312,400 千円   計 1,447,500 千円  
２．会 社 が 発 行 する株 式 の 総 数  
発行済株式の総数 

13,500,000 株 
3,738,000 株 

 ２．会 社 が 発 行 する株 式 の 総 数  
発行済株式の総数 

13,500,000 株 
3,488,000 株 

 

３．保証債務残高 ３．保証債務残高  
住宅購入者に対する金融機関のつなぎ融資につ
いて、保証を行っております。  

住宅購入者に対する金融機関のつなぎ融資につ
いて、保証を行っております。  

 住宅購入者（２名） 35,000 千円   住宅購入者（７名） 142,200 千円  
尚、住宅購入者に係る保証は、公的資金が実行に
なるまでの一時的な保証であります。 

尚、住宅購入者に係る保証は、公的資金が実行に
なるまでの一時的な保証であります。 

※４．関係会社に対する資産及び負債は次のとおりであ
ります。 

※４．関係会社に対する資産及び負債は次のとおりであ
ります。 

（１）資 産 （１）資 産 
 売 掛 金 
未 収 入 金 

3,869,381 千円 
172,541 千円 

  
 
売 掛 金 
未 収 入 金 

3,115,002 千円 
156,608 千円 

 

（２）負 債 （２）負 債 
 買 掛 金 697,759 千円   買 掛 金 495,291 千円  
※５．事業年度末日満期手形の処理  ※５．事業年度末日満期手形の処理  
事業年度末日は、金融機関の休日でありました
が、満期日に決済が行われたものとして処理していま
す。事業年度末日残高から除かれている事業年度末
日満期手形は、次のとおりであります。 

事業年度末日は、金融機関の休日でありました
が、満期日に決済が行われたものとして処理していま
す。事業年度末日残高から除かれている事業年度末
日満期手形は、次のとおりであります。 

 受 取 手 形 
支 払 手 形 

35,590 千円 
53,922 千円 

  受 取 手 形 
支 払 手 形 

37,841 千円 
70,253 千円 

 

※６.当座貸越契約  
当社においては、運転資金の効率的な調達を行う
ため取引銀行５行と当座貸越契約を締結しておりま
す。これら契約に基づく当事業年度末の借入実行残
高は、次のとおりであります。 

 

 当座貸越極度額 
借 入 実 行 残 高 

1,600,000 千円 
350,000 千円 

     

 差 引 額 1,250,000 千円      
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（損益計算書関係） 

第３５期 

(自 平成13年４月 １日至 平成14年3月31日) 
第３４期 

(自 平成12年４月 １日至 平成13年3月31日) 
※１.販売費及び一般管理費のうち主なもの ※１.販売費及び一般管理費のうち主なもの 
 給 与 手 当 
賞与引当金繰入額 
退 職 給 付 費 用 
役員退職慰労引当金繰入額  
減 価 償 却 費 

264,215 千円 
29,980 千円 
38,637 千円 
25,350 千円 
27,840 千円 

  貸倒引当金繰入額 
給 与 手 当 
賞与引当金繰入額 
退 職 給 付 費 用 
役員退職慰労引当金繰入額  
減 価 償 却 費 

1,675 千円 
229,274 千円 
862 千円 
7,594 千円 
6,225 千円 
27,977 千円 

 

※２．関係会社との取引 ※２．関係会社との取引 
 関 係 会 社 に 対する売 上 高  

関係会社からの受取配当金  
関 係 会 社からの 受 取 利 息  
関係会社への支払利息 

10,134,225 千円 
294,000 千円 
27,166 千円 
44,900 千円 

  関 係 会 社 に 対する売 上 高  
関 係 会 社からの 受 取 利 息  
関係会社への支払利息  

9,806,303 千円 
15,521 千円 
23,249 千円 

 

※３.固 定 資 産 売 却 益 の内 訳 ※３．固 定 資 産 売 却 益 の内 訳 
 -   車 両 運 搬 具 212 千円  
※４．固 定 資 産 売 却 損 の内 訳 ※４．固 定 資 産 売 却 損 の内 訳 
 車 両 運 搬 具 73 千円   車 両 運 搬 具 331 千円  
 工 具 器 具 備 品 498 千円      
  計  571 千円      
※５．固 定 資 産 除 却 損 の内 訳 ※５．固 定 資 産 除 却 損 の内 訳 
建 物 
構 築 物 
工 具 器 具 備 品 

5,819 千円 
810 千円 
252 千円 

 

 計   6,882 千円 

  建 物 
構 築 物 
機 械 装 置 
車 両 運 搬 具 
工 具 器 具 備 品 

18,416 千円 
4,535 千円 
3,199 千円 
229 千円 
1,676 千円 

 

      計   28,057 千円  
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（リース取引関係） 

第３５期 

(自 平成13年４月 １日至 平成14年3月31日) 
第３４期 

(自 平成12年４月 １日至 平成13年3月31日) 
１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リース取引 

（１）借主側 
①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額及び期末残高相当額 

（１） 借主側 
①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額及び期末残高相当額 

     
取得価額 
相 当 額 

減価償却 
累計額相当額  

期末残高 
相 当 額  

 
 
 

取得価額 
相 当 額 

減価償却 
累計額相当額  

期末残高 
相 当 額  

  千円 千円 千円    千円 千円 千円  
   

 
機械及び装置  594,218 241,907 352,311  

 
機械及び装置  561,558 154,062 407,495 

 
    
 
工具器具備品  4,050 3,510 540 

  
工具器具備品  34,957 27,776 7,181 

 
    
 
そ の 他 46,665 32,465 14,199 

  
そ の 他 88,092 62,891 25,200 

 
 
合 計 644,934 277,882 367,051 

  
合 計 684,608 244,731 439,877 

 
 

         
②未経過リース料期末残高相当額 ②未経過リース料期末残高相当額 
 １ 年 内 101,462 千円   １ 年 内 101,693 千円  
 １ 年 超 278,827 千円   １ 年 超 349,304 千円  
  計   380,290 千円    計   450,997 千円  
③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息       
相当額 

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息       
相当額 

 支 払 リー ス 料 111,807 千円   支 払 リー ス 料 150,965 千円  
 減価償却費相当額 101,204 千円   減価償却費相当額 128,004 千円  
 支払利息相当額 13,319 千円   支払利息相当額 17,435 千円  
④減価償却費相当額の算定方法 ④減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
額法によっています。 

同 左 

⑤支払利息相当額の算定方法 ⑤支払利息相当額の算定方法 
リース料総額とリース物件の取得価額相当額の
差額を支払利息相当額とし、各期の配分方法につい
ては、利息法によっております。 

同 左 

（２）転貸リース 
上記借主側のファイナンス・リース取引には、おお
むね同一の条件で関係会社に転貸リースしている取
引が含まれております。 
なお、当該転貸リース取引に係る貸主側の未経過
リース料期末残高相当額は、次のとおりであります。 

（２）転貸リース 
上記借主側のファイナンス・リース取引には、おお
むね同一の条件で関係会社に転貸リースしている取
引が含まれております。 
なお、当該転貸リース取引に係る貸主側の未経過
リース料期末残高相当額は、次のとおりであります。 

 １ 年 内 112,137 千円   １ 年 内 111,016 千円  
 １ 年 超 306,143 千円   １ 年 超   386,455 千円  

  計   418,281 千円    計   497,472 千円  
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第３５期 

(自 平成13年４月 １日至 平成14年3月31日) 
第３４期 

(自 平成12年４月 １日至 平成13年3月31日) 
（３）貸主側 （３）貸主側 
①リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残
高 

①リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残
高 

  
取得価額 

減価償却 
累 計 額 

期末残高 
 
取得価額 

減価償却 
累 計 額 

期末残高 
  

 千円 千円 千円 
 
 

 

 千円 千円 千円  

  

 
建 物 882,404 414,776 467,628  

 
建 物 907,597 382,462 525,135 

 

    
 
機械及び装置  75,497 44,518 30,979 

  
機械及び装置  72,497 34,612 37,885 

 
    
 
工具器具備品  8,742 5,806 2,935 

  
工具器具備品  8,742 4,877 3,864 

 
    
 
合 計 966,644 465,102 501,542 

  
合 計 988,837 421,951 566,885 

 
②未経過リース料期末残高 ②未経過リース料期末残高 
 １ 年 内 59,723 千円   １ 年 内 54,963 千円  
 １ 年 超 729,814 千円   １ 年 超 954,034 千円  
 計 789,537 千円   計 1,008,997 千円  
（注）未経過リース料期末残高は、未経過リース料期末残
高及び見積残存価額の残高の合計額が、営業債権の
期末残高等に占める割合が低いため、受取利息込み
法により算定しております。 

（注）未経過リース料期末残高は、未経過リース料期末残
高及び見積残存価額の残高の合計額が、営業債権の
期末残高等に占める割合が低いため、受取利息込み
法により算定しております。 

③受取リース料及び減価償却費 ③受取リース料及び減価償却費 
 受 取 リー ス 料 62,139 千円   受 取 リー ス 料 56,212 千円  
 減 価 償 却 費 61,569 千円   減 価 償 却 費 63,919 千円  
２．オペレーティング・リース取引（貸主側） ２．オペレーティング・リース取引（貸主側） 
未経過リース料期末残高 未経過リース料期末残高 
１ 年 内 91,270 千円  １ 年 内 137,010 千円  
１ 年 超 8,136 千円  １ 年 超 7,528 千円  
計 99,407 千円  計 144,539 千円  
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（税効果会計関係） 

第３５期 
（平成１４年３月３１日現在） 

第３４期 
（平成１３年３月３１日現在） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因
別の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因
別の内訳 

（１）流 動 資 産   （１）流 動 資 産   
繰延税金資産   繰延税金資産   
 未 払 事 業 税 否 認 7,242 千円   賞 与 引 当 金 損 金 算 入 限 度 超 過 額  777 千円  
 賞 与 引 当 金 損 金 算 入 限 度 超 過 額  8,333 千円   土地 の負債利子否 認 1,941 千円  
 繰延税金資産合計 15,575 千円   そ の 他 29 千円  
     繰延税金資産合計 2,749 千円  
        
（２）固 定 資 産   （２）固 定 資 産   
繰延税金資産   繰延税金資産   

 貸 倒 引 当 金 損 金 算 入 限 度 超 過 額  621 千円   貸 倒 引 当 金 損 金 算 入 限 度 超 過 額  1,735 千円  
 役員退職慰労引当金損金算入限度超過額  128,334 千円   役員退職慰労引当金損金算入限度超過額  117,763 千円  
 従 業 員 退 職 給 付 引 当 金 損 金 算 入 限 度 超 過 額  40,712 千円   従 業 員 退 職 給 付 引 当 金 損 金 算 入 限 度 超 過 額  27,689 千円  
 会 員 権 評 価 損 否 認 12,293 千円   会 員 権 評 価 損 否 認 11,792 千円  
 その他 有 価証券評価差額 金  5,611 千円   そ の 他 7,734 千円  
 そ の 他 4,421 千円   繰延税金資産合計 166,714 千円  
 繰延税金資産合計 191,995 千円      
   （３）流 動 負 債   
   繰延税金負債   
     適 格 退 職 給 付 年 金 3,330 千円  
     そ の 他 308 千円  
     繰延税金負債合計 3,639 千円  
        

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負
担率との間の差異の原因となった主要な項目別の内
訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負
担率との間の差異の原因となった主要な項目別の内
訳 

 法 定 実 効 税 率 41.7％   法 定 実 効 税 率 41.7％  
 （ 調 整 ）    （ 調 整 ）   
 交際費等永久に損金に算入されない項目  0.4％   交際費等永久に損金に算入されない項目  1.8％  
 受 取 配 当 金 等 永 久 に 益 金 に 算 入 さ れ な い 項 目  △ 26.8％   受 取 配 当 金 等 永 久 に 益 金 に 算 入 さ れ な い 項 目  △ 0.1％  
 住 民 税 均 等 割 額 0.1％   住 民 税 均 等 割 額 0.1％  
 留保金額に対する税額 9.3％   留保金額に対する税額 - ％  
 そ の 他 △ 1.4％   そ の 他 △ 1.6％  

 税効果会計適用後の法人税等の負担率  23.3％   税効果会計適用後の法人税等の負担率  41.9％  
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（有価証券関係） 

 

前事業年度（自平成１２年４月１日 至平成１３年３月３１日）及び当事業年度（自平成１３年４月１日 至平成１４年３

月３１日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

 

（役員の異動） 

 

1．代表取締役の異動 

   該当事項はありません。 

 

2．その他の役員の異動（平成１４年６月２７日予定） 

   就任予定取締役    鈴木 豊勝  （現 富士産業株式会社 代表取締役社長） 

   就任予定取締役    柴田 浩    （現 当社営業推進部長） 


